
令和６年度 第１回練馬区区政改革推進会議 次第 
 
 

日時：令和６年10月９日(水) 午後６時30分～ 

会場：区役所本庁舎５階 庁議室 
 
 
１ 開会 

⑴  委員委嘱、委員長・副委員長指名 
 
 ⑵ 区長挨拶 
 
 ⑶ 委員長挨拶 
 
 ⑷ 副委員長挨拶 

 

２ 議 題 

 

⑴  ふるさと納税対策について 

 

⑵  練馬区版総合戦略 重要業績評価指標（KPI）および第２次みどりの風吹くまちビジョン  

 改定アクションプラン［年度別取組計画］の令和５年度末の進捗状況について（報告） 

 

⑶  練馬区コンシェルジュプロジェクトの取組について（報告） 

 

３ その他 

 

４ 閉 会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料１    練馬区区政改革推進会議設置要綱 

資 料２    令和６年度練馬区区政改革推進会議 委員名簿 

資 料３   ふるさと納税制度の問題点と区の姿勢について 

資 料４    練馬区版総合戦略 重要業績評価指標（KPI）および第２次みどりの風吹くまち 

ビジョン 改定アクションプラン［年度別取組計画］の令和５年度末の進捗状況に

ついて 

資 料５    練馬区コンシェルジュプロジェクト（結果報告） 



   練馬区区政改革推進会議設置要綱 

平成27年４月１日 

27練企企第10001号 

 

（設置） 

第１条 「みどりの風吹くまちビジョン～新しい成熟都市・練馬をめざして～」（以

下「ビジョン」という。）に基づき、区政改革の内容等を継続的に検討し、区長に

提言するために、練馬区区政改革推進会議（以下「推進会議」という。）を設置す

る。 

（所掌事項） 

第２条 推進会議は、区長の諮問に応じ、つぎに掲げる事項について検討し、その結

果を区長に報告する。 

 ⑴ 新しい成熟都市に向けた区政改革の内容 

 ⑵ 地方版総合戦略の効果検証のあり方 

 ⑶ 前２号のほか、区長が必要と認める事項 

（構成） 

第３条 推進会議の構成委員（以下「委員」という。）は、つぎのとおりとし、区長

が委嘱する。 

 ⑴ 学識経験者 

 ⑵ 弁護士、公認会計士、中小企業診断士等の資格を有する者または行政もしくは

企業における実務経験を有する者 

 ⑶ 一般公募による区民 

２ 前項第３号に規定する一般公募による区民の選考基準は、練馬区附属機関等の委

員の公募に関する規則（平成23年３月練馬区規則第22号）第８条の規定に基づき、

別に定める。 

（任期） 

第４条 委員の任期は委嘱の日から翌年３月31日までとし、再任を妨げない。ただし、

委員に欠員が生じた場合における補充委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長および副委員長） 

第５条 推進会議に委員長を置き、委員の中から区長の指名によってこれを定める。 

２ 委員長は、推進会議を主宰し、推進会議を代表する。 

３ 推進会議に副委員長を置き、委員の中から委員長の指名によってこれを定める。 

４ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故があるときまたは委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（謝礼） 

第６条 委員に謝礼を支払う。 

２ 謝礼の額は、別に定める。 
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（会議） 

第７条 推進会議の会議は、委員長が招集する。 

２ 委員長が必要と認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、意見を聴く

ことができる。 

３ 推進会議の会議は、原則として公開とする。ただし、区長の管理する情報の公表

および提供ならびに附属機関等の会議の公開に関する事務取扱要綱（平成14年３月

14日練総情発第150号）第13条第１項各号のいずれかに該当するときは、非公開とす

ることができる。 

（庶務） 

第８条 推進会議の庶務は、区政改革担当部区政改革担当課が行う。 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、区政改

革担当部長が別に定める。 

   付 則 

１ この要綱は、平成27年４月１日から施行する。 

２ 練馬区行政改革推進会議設置要綱（平成18年４月27日18練企企第10004号）は、廃

止する。 



 

 

令和６年度練馬区区政改革推進会議 委員名簿 
 

職 氏名 区分 備考 

委 員 長 庄司
しょうじ

 昌彦
まさひこ

 

学識経験者 

武蔵大学社会学部 教授 

副委員長 土山
つちやま

 希美
き み

枝
え

 法政大学法学部 教授 

委  員 

相澤
あいざわ

 愛
あい

 
弁護士等の資格 

を有する者 

相澤法律事務所 

上野
う え の

 美知子
み ち こ

 介護支援専門員 

中田
な か た

 亘伯留
わ た る

 
企業における実務

経験を有する者 
株式会社中田家 代表取締役社長 

市橋
いちはし

 宗一郎
そういちろう

 

公 募 区 民 

東大泉在住 

岡本
おかもと

 敬子
け い こ

 南大泉在住 

今田
こ ん た

 裕子
ゆ う こ

 光が丘在住 

吉田
よ し だ

 威朗
たけろう

 豊玉北在住 
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〔区出席者〕 

区 長 前川
まえかわ

 燿男
あ き お

 

副 区 長 宮下
みやした

 泰
やす

昌
まさ

 

副 区 長 森田
も り た

 泰子
や す こ

 

教 育 長 三浦
み う ら

 康
やす

彰
あき

 

特 別 参 与 三枝
さえぐさ

 修一
しゅういち

 

特 別 参 与 山内
やまうち

 隆夫
た か お

 

特 別 参 与 藤井
ふ じ い

 芳
よし

弘
ひろ

 

専 門 調 査 員 斉藤
さいとう

 睦
むつみ

 

企 画 部 長 佐古田
さ こ だ

 充
みつ

宏
ひろ

 

区 長 室 長 毛塚
け づ か

 久
ひさし

 

 

〔事務局〕 

区 政 改 革 担 当 部 長 

（企画部企画課長・区政改革担当部区政改革担当課長）  清水
し み ず

 輝一
てるかず

 

企 画 部 財 政 課 長 西田
に し だ

 智史
さ と し

 

企画部情報政策課長 牧山
まきやま

 正和
まさかず

 

区長室広聴広報課長 妻木
つ ま き

 里
さと

恵
え

 

※ 上記以外の関係職員も必要に応じて出席する。 



ふるさと納税制度の問題点と区の姿勢について

② 実態は官製通販であり、返礼品競争に堕している

○多くの利用者はカタログギフトのように返礼品を選んでおり、
受益者負担の原則をゆがめている。

○高額所得者ほど多額の返礼品を受け取ることができ、公平性の面で
も問題がある。

返礼品競争には与せず、制度の廃止を含む
抜本的な見直しを国に求めていく

２ これまでの経過と現状

⚫ 平成20年の制度開始以降、より多くの寄付を集めようとAmazonギフト

券など地元の特産品でない返礼品をＰＲする動きも現れ、競争が過熱。

⚫ 全国の寄付額は昨年度、

１兆円超、利用者1,000万人

超となり、更に拡大傾向。

⚫ 今年度、区では約51億円の流出

見込。予算編成では基金を取り崩し

て財源不足を補うなど、

区政運営に影響が出ている。

３ 理念とかけ離れた実態

○ 住民が自分たちのサービスを自分たち
で負担するという地方自治の原則を
根底から破壊している

４ 区の姿勢

しかし、練馬区だけで制度を廃止することは困難・・・

制度廃止に向けた社会全体の機運醸成が必要
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１ 根本的に間違った制度

○ ふるさと納税により他自治体へ「寄付」した分の住民税は、
住んでいる自治体の住民税から控除される。

○ 住民サービスの財源となるべき住民税がふるさと納税で流出

ふるさと納税は憲法が定める地方自治の本旨に反している ① 地方交付税の約5割は東京が負担

○東京の住民が納めた税は国庫負担
金や補助金、地方交付税として地
方に回っている。

○ふるさと納税のような形でなく、
正々堂々と議論して国庫負担金や
補助金の制度を変えることを検討
すべき。



ふるさと納税制度の問題点と区の姿勢について

資料集

１ ふるさと納税制度開始時の理念（国の主張）・・・・・・・P.02
２ ふるさと納税制度 寄付と控除の仕組み・・・・・・・・・P.03
３ ワンストップ特例制度の仕組み・・・・・・・・・・・・・P.04
４ いきすぎた返礼品の事例・・・・・・・・・・・・・・・・P.05
５ 憲法の「地方自治の本旨」について・・・・・・・・・・・P.06
６ ふるさと納税制度の実態・・・・・・・・・・・・・・・・P.07
７ ふるさと納税による寄付金受入自治体の状況・・・・・・・P.08
８ 住民税の流出に対する国の措置・・・・・・・・・・・・・P.10
９ 人口一人あたりの地方税収額と地方交付税等の収入・・・・P.11
１０地方交付税の原資の状況・・・・・・・・・・・・・・・・P.12
１１ふるさと納税に関するアンケート結果（区実施）・・・・・P.13

令和６年10月9日
区政改革担当部区政改革担当課
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１ 国が主張するふるさと納税制度の理念

出典：総務省ＨＰ

「ふるさと納税研究会報告書」
（平成19年10月）

2

都会の税収が国庫負担金等で
地方に配分されていることを
無視した「まやかし」の理念

（赤枠内は練馬区追記）
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２ ふるさと納税制度 寄付と控除の仕組み

給与収入 全額控除上限
割合

(控除額／収入)

300万円 28,000円 0.9%

600万円 77,000円 1.3%

1,000万円 180,000円 1.8%

2,500万円 855,000円 3.4%

（※独身または共働き世帯） 出典：総務省ＨＰ（赤字は練馬区追記）

従来の
寄付金控除

控除外 控除外控除額 控除額

控除外 控除額
ふるさと納税の

税額控除

ふるさと納税制度により
新たに控除されることとなった

住民税額

寄付者の住む自治体の
住民税が減収

ふるさと納税により

住民税が全額控除される上限額（年間目安）
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３ ワンストップ特例制度の仕組み

出典：練馬区ＨＰ

ワンストップ特例は、より簡単な手続きでふるさと納税をすることができるように、平成27年度から導
入された仕組みです。この仕組みにより、確定申告が不要な給与所得者等は、寄付先の自治体が5団体以
内であれば確定申告をしなくても、ふるさと納税による税金の控除を受けることができるようになりまし
た。

しかし、ワンストップ特例を利用すると、国税である所得税から控除されるべき額についても、地方税
である住民税から控除されます。つまり、ワンストップ特例を利用しないときには国の減収になる額まで、
地方の減収になっています。ワンストップ特例の導入後、ふるさと納税による練馬区の住民税の流出額は、
急激に増加しています。

ワンストップ

特例開始
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４ いきすぎた返礼品の事例

◆ Amazonギフト券、自転車、宝石など（大阪府泉佐野市）
2018年度にAmazonギフト券を返礼品に設定し、360億円を集めた。
2019年に返礼品を地場産品限定・寄付額の３割以内相当とする制度改正があり、
廃止された。

◆ 「ふるさと感謝券」（千葉県大多喜町）
地域限定商品券として返礼品に設定し多くの寄付を集めたが、高額商品の購入
や転売が相次ぐなどして、総務省から「換金性が高い」と自粛要請があり、
2016年に廃止。

◆ ＨＩＳ旅行券、ハーゲンダッツギフト券、ipad（佐賀県みやき町）
2018年度に計160億円の寄付を集めた。2019年の制度改正に伴い、廃止。

（練馬区作成資料）
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５ 憲法の「地方自治の本旨」について

【日本国憲法】
第八章 地方自治
第九十二条 地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、
法律でこれを定める。

地方自治の本旨 ⇒ 「団体自治」と「住民自治」

住民自治の理念に基づき、応益負担を定めるものとして、地方自治法第10条第２項に
おいて以下のとおり「負担を分任する義務」が課されている。
【地方自治法】
第十条 （略）
② 住民は、法律の定めるところにより、その属する普通地方公共団体の役務の提供
をひとしく受ける権利を有し、その負担を分任する義務を負う。

ふるさと納税制度は、個人住民税を居住地から寄付先自治体へ移転させるものであり、
この負担分任原則から逸脱している。ひいては、憲法の「地方自治の本旨」にも反す
るものである。

（練馬区作成資料）



【調査名：「ふるさと納税に関する意識調査2022」】(トラストバンク地域創生ラボ調査）

方法：インターネット調査／期間：2022年10月24日～10月26日

対象：全国に住む20歳～60歳以上のふるさと納税経験がある1102名

ふるさと納税カタログサイトの状況

６ ふるさと納税利用の実態

7出典：㈱トラストバンク
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受入額上位10%の自治体の受入総額
178自治体

約6,403億円（57.3％）

その他の自治体の受入総額
1,610自治体

約4,772億円（42.7％）

◆ 一部の魅力的な返礼品を提供できる自治体に寄付が集中している（R5実績）

７ ふるさと納税による寄付金受入自治体の状況①

出典：総務省「令和６年度ふるさと納税に関する現況調査」、㈱トラストバンク

全自治体の寄付金受入額
1,788自治体 約１兆1,175億円

順位 都道府県 市区町村 寄付受入額 主な人気返礼品

1 宮崎県 都城市 194億円 牛肉 豚肉 鶏肉

2 北海道 紋別市 192億円 ホタテ カニ イクラ

3 大阪府 泉佐野市 175億円 牛タン おせち カニ

4 北海道 白糠町 168億円 鮭 イクラ ホタテ

5 北海道 別海町 139億円 イクラ ホタテ

6 北海道 根室市 126億円 うに カニ イクラ

7 愛知県 名古屋市 117億円
シャワー
ヘッド

モンブラン ドライヤー

8 静岡県 焼津市 107億円 まぐろ ツナ缶

9 福岡県 飯塚市 105億円 ハンバーグ おせち

10 京都府 京都市 100億円 おせち

寄付金額上位10自治体の寄付金受入額と主な返礼品（R5実績）
都城市

根室市

名古屋市



返礼品調達経費
27.1％

約3,029億円

事務費等
21.5％

約2,400億円

寄付先自治体が財源として活用
51.4％

約5,746億円

◆ 寄付された「ふるさと納税」の使われ方（R5全国計）

寄付金額
約１兆1,175億円

※ 総務省は寄付金額に対し総経費５割以内、返礼品調達は３割以内と定めている。

７ ふるさと納税による寄付金受入自治体の状況②

9
出典：総務省「令和６年度ふるさと納税に関する現況調査」

返礼品送付経費

返礼品の運送料
梱包費用等

7.2％ 約801億円

事務経費

人件費（ふるさと納税業務分）
ポータルサイト掲載委託料等

11.8％ 約1,323億円

広報経費

新聞広告
ネット広告等

0.6％ 約68億円

決済等経費

クレジットカード手数料
金融機関手数料等

1.9％ 約208億円
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８ 住民税の流出に対する国の措置

住民税収入額 補填されない

住民税収入額

本来の住民税収入額

ふるさと納税による
住民税流出額

練馬区の場合（地方交付税不交付団体）

地方交付税の交付を受けている自治体の場合

本来の住民税収入額

ふるさと納税による
住民税流出額

流出額の75％が
国から補填される

実際の減収分

ふるさと納税による住民税の流出に対し、国は流出額の７５％を地方交付税交付金により補填する制度
を設けている。しかし、練馬区をはじめ特別区および東京都は地方交付税の交付を受けていない（不交付
団体）ため、流出額が一切補填されない仕組みとなっている。

※ふるさと納税による寄付金収入は含めていない



９ 人口一人あたりの地方税収額と地方交付税等の収入

11
特別区長会作成「不合理な税制改正等に対する特別区の主張（令和５年度版）」より引用



１０ 地方交付税の原資の４割以上は都の住民(※)が負担している

12

特別区長会作成「不合理な税制改正等に対する特別区の主張（令和５年度版）」を参考に練馬区作成

東京都 45.3％
8兆8,425億円

その他地域 54.7％
10兆6,623億円

その他地域 99.6％
19兆4,211億円

都内市町村 0.4％
838億円

収入
（国税）

配分

０％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

地方交付税財源の収入と配分内訳

地方交付税財源＝国税のうち、所得税33.1％、法人税33.1％、酒税50％、
消費税19.5％及び地方法人税の合計

※ 個人および法人



１１ ふるさと納税に関するアンケート結果①（区実施）

≪概要≫

「新たな寄付メニューのアイデア募集」として実施

募集期間 ：令和６年６月21日（金）～７月８日（月）

周知方法 ：区報6/21号、HP、SNS（LINE・X）

回答方法 ：LoGoフォーム 回答件数 ：118件

≪総括≫

➢ アンケート回答者の65％は、ふるさと納税の利用者。

 ふるさと納税を利用しない層からは、区の姿勢を評価・支持する声が多く寄せられた。

➢ ふるさと納税を利用している回答者の多くは、制度の問題点を認識しながら利用を継続している。

➢ ふるさと納税利用者からは、納めた税金が生活に還元されていると感じられない、行政サービス

への影響に実感がわかない、といった意見が多く寄せられた。

13

回答者の年齢構成

☞ふるさと納税をよく利用する年代と概ね一致した

３０代
４５人

４０代
３３人

５０代
２０人

～２０代
８人６０代

９人

７０代～
３人



14

１１ ふるさと納税に関するアンケート結果②（区実施）

回答属性ごとの

自由意見の傾向

税収が流出し、国から全く補填
されないことを知っているか

どのようなPRが効果的だと思うか
（複数回答可）

◆ふるさと納税を利用したことはあるか

☞制度の問題点や行政サービスへの影響
をＰＲすべきとの意見が約５割

理由(複数回答可)
• 自分が住む自治体に納税
すべきと考えたから ５件

• 制度自体に問題があると
感じたから ２件

• 手続きが煩雑だから １件

ふるさと納税の利用

利用なし／利用をやめた 利用あり

制
度
の
問
題
認
識

認
識
し
て
い
る

Ａ群 (23人・20%) Ｂ群 (57人・48%)

認
識
し
て
い
な
い

Ｃ群 (19人・16%) Ｄ群 (19人・16%)

区の姿勢を支持する

国と戦ってほしい

区報を読んで利用を
やめた

税金の使われ方や
流出の影響を
ＰＲしてほしい

区の姿勢を支持する

制度を廃止すべき

税金の使途を選択できることを
ＰＲしてはどうか

税金が生活に還元さ
れている実感がない

返礼品を設けるべき

税金の使い方を
選ばせてほしい

行政サービスに影響する実感がない

返礼品を設けるべき

行政サービスへの
影響を具体的に知りたい

寄付金の使われ方を
明確に示してほしい

☞うち、制度の問題点を認識
している人は57人(約７割)

したことはあるが、
今はしていない

５人

ない
３７人

ある
７６人

知らない
３８人

知っている
８０人

魅力的な寄付メニューを
アピールする

６９件

自分の受ける行政サービスが
低下することを強調する

５８件

制度の問題点を
より分かりやすく伝える

３９件

その他
１９件

各設問の回答結果
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企 画 部 企 画 課 
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練馬区版総合戦略 重要業績評価指標(KPI)および第２次みどりの風吹くまちビジョン 

改定アクションプラン[年度別取組計画]の令和５年度末の進捗状況について 

 

 

１ 練馬区版総合戦略 重要業績評価指標（KPI）の進捗状況 

平成26年11月に制定された「まち・ひと・しごと創生法」により、地方公共団体は、国の長期ビ

ジョン・総合戦略を踏まえて、地方版総合戦略を定めることが求められた。 

区では、第２次みどりの風吹くまちビジョンを、地方版総合戦略と位置付けている。 

地方版総合戦略に基づく取組についてPDCA サイクル（Plan・Do・Check・Action）を通じた効

果検証を行うため、「重要業績評価指標（KPI）※」を設定しており、今回、目標値（令和５年度

末）に対する進捗状況を取りまとめた。 

※重要業績評価指標（KPI：Key Performance Indicator） 

･･･施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標 

 

 

評価 目標値（令和５年度末）に対する進捗状況 

令和５年度 

指標数 割合 

A＋ 計画以上に進んだもの 10 ８％ 

A 概ね計画どおりのもの 93 78％ 

Ｂ 

遅れや修正が生じたもの 16 13％ 

内
訳 

⑴まちづくり事業等の進捗状況により予定
変更が生じたもの 

４ ３％ 

⑵工事等の進捗状況により予定変更が生
じたもの 

２ ２％ 

⑶その他 10 ８％ 

 合計 119 100％ 

※割合については、四捨五入しているため、集計値と一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

06617123
フリーテキスト


06617123
フリーテキスト
資料４



２ 第２次みどりの風吹くまちビジョン 改定アクションプラン[年度別取組計画]の進捗状況 

第２次みどりの風吹くまちビジョン 改定アクションプラン[年度別取組計画]については、事業

の進捗状況を毎年度、点検・検証して結果を公表しながら取組を進めることとしている。令和５

年度は２か年計画の最終年度にあたるため、２年間の総合評価としている。 

 

評価 進捗状況 

令和５年度 

事業数 割合 

A＋ 計画以上に進んだもの 24 ６％ 

A 概ね計画どおりのもの 281 73％ 

Ｂ 

遅れや修正が生じたもの 45 12％ 

内
訳 

⑴まちづくり事業等の進捗状況により予定
変更が生じたもの 

13 ３％ 

⑵工事等の進捗状況により予定変更が生
じたもの 

11 ３％ 

⑶その他 21 ５％ 

＊ 短期での評価がなじまないもの 33 ９％ 

 合計 383 100％ 

※割合については、四捨五入しているため、集計値と一致しない場合がある。 
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重要業績評価指標（KPI）の令和５年度末の目標値に対する進捗状況

改定アクションプラン[年度別取組計画]令和５年度末の進捗状況
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練馬区版総合戦略

重要業績評価指標（KPI）の令和5年度末の目標値に対する進捗状況

1



：

：

：

：

：
▸ A+   ・・・・・  計画以上に進んだもの
▸ A      ・・・・・　概ね計画どおりのもの
▸ B　    ・・・・・　遅れや修正が生じたもの

③ 「令和４年度末の実績」欄

【表の見方】

① 「目標値」欄
原則として、令和５年度末の目標値を表示しています。それ以外の時点の目標年次とする場合
は、時点を表示しています。

② 「現状値」欄
原則として、令和３年度末の状況を記載しています。それ以外の時点の数値については、時点
を表示しています。

「目標値に対する進捗状況」欄の記号は、下記の内容を表しています。

原則として、令和４年度末の実績を表示しています。それ以外の時点の数値については、時点
を表示しています。

④ 「令和５年度末の実績」欄
原則として、令和５年度末の実績を表示しています。それ以外の時点の数値については、時点
を表示しています。

⑤ 「目標値に対する進捗状況」欄

指標
目　標　値

（原則︓令和５年
度末）

現　状　値
（原則︓令和３

年度末）

令和４年度末の
実績

令和５年度末の
実績

目標値に対する
進捗状況 備考

外遊び型子育て
のひろば
(おひさまぴよ
ぴよ)増設

計８か所 計７か所 ―
〔計７か所〕

１か所開設
〔計８か所〕

A

練馬こどもカ
フェの充実

計８か所 計６か所 １か所開始
〔計７か所〕

１か所開始
〔計７か所〕 B

　令和６年１月
に１か所閉店し
たため。

計画1　子育てのかたちを選択できる社会の実現

① ② ④③ ⑤

【 重要業績評価指標（KPI※）とは 】
平成26年11月に制定された「まち・ひと・しごと創生法」により、地方公共団体は、国の長期ビ

ジョン・総合戦略を踏まえて、地方版総合戦略を定めることが求められました。

練馬区では、「第２次みどりの風吹くまちビジョン」（平成31年3月策定）および改定アクションプ

ラン（令和４年３月策定）をあわせて、地方版総合戦略と位置付けています。地方版総合戦略に定めた

取組について、PDCAサイクル（Plan・Do・Check・Action）を通じた効果検証を行うため、重要業績

評価指標（KPI）を設定しました。
※KPI＝ Key Perfomance  Indicatorの略

2



指標
目　標　値

（原則︓令和５年
度末）

現　状　値
（原則︓令和３

年度末）

令和４年度末の
実績

令和５年度末の
実績

目標値に
対する進
捗状況

備考

外遊び型子育て
のひろば
(おひさまぴよ
ぴよ)増設

計８か所 計７か所 ―
〔計７か所〕

１か所開設
〔計８か所〕

A

練馬こどもカ
フェの充実

計８か所 計６か所 １か所開始
〔計７か所〕

１か所開始
〔計７か所〕

B
　令和６年１月
に１か所閉店し
たため。

認可保育所の増
設

計206所
〔定員17,341人〕
(令和６年４月１
日現在）

計197所
〔定員16,780
人〕
(令和４年４月１
日現在）

９所
（定員485人）
〔計206所〕
〔定員計17,447
人※〕
(令和５年４月１
日現在）

１所
（定員102人）
〔計207所〕
〔定員計17,767
人※〕
(令和６年４月１
日現在）

A

練馬こども園の
認定

計27園 計25園 １園認定
〔計26園認定〕

２園認定
〔計28園認定〕

A+
　認定数が当初
の計画を上回っ
たため。

保育所等入所希
望者受入率

100%
(令和６年４月１
日現在)

100%
(令和４年４月１
日現在)

100%
(令和５年４月１
日現在)

100%
(令和６年４月１
日現在) A

※　実績は既存園の定員増減を含めた数値

基本目標︓Ⅰ　子どもたちの笑顔輝くまち

計画１　子育てのかたちを選択できる社会の実現
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指標
目　標　値

（原則︓令和５年
度末）

現　状　値
（原則︓令和３

年度末）

令和４年度末の
実績

令和５年度末の
実績

目標値に
対する進
捗状況

備考

外遊び型子育て
のひろば事業
(おひさまぴよ
ぴよ)
相談員の配置

計８か所配置 計７か所配置 ―
〔計７か所配
置〕

１か所配置
〔計８か所配
置〕 A

産後ケア事業の
充実

充実
〔利用可能日数
（回数）の増〕

実施 充実
〔産後ケア訪問
は３日から６
日、多胎児は10
日に増
　母子デイケア
７日から12日、
多胎児は18日に
増〕

実施

A

ねりま子育て応
援アプリの構築

構築 ― 検討 構築

A
　令和６年４月
に運用開始

子ども家庭支援
センターの専門
職員の増員

増員 心理８人、福祉
26人、保健師４
人、会計年度任
用職員相談員10
人

４人増員
　増員（心理１
人、福祉３人、
保健師２人）
　減員（会計年
度任用職員相談
員２人）
〔計心理９人、
福祉29人、保健
師６人、会計年
度任用職員相談
員８人〕

６人増員
　増員（福祉４
人、保健師２
人、会計年度任
用職員相談員１
人）
　減員（心理１
人）
〔計心理８人、
福祉33人、保健
師８人、会計年
度任用職員相談
員９人〕

A

練馬区虐待対応
拠点における都
児童相談セン
ターとの連携強
化

連携強化 設置 充実 連携強化

A

子ども家庭支援
センターの相談
件数

増加 年間9,532件 年間10,798件 年間13,930件

A

計画２　子どもの成長に合わせた切れ目のないサポートの充実
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指標
目　標　値

（原則︓令和５年
度末）

現　状　値
（原則︓令和３

年度末）

令和４年度末の
実績

令和５年度末の
実績

目標値に
対する進
捗状況

備考

ねりっこクラブ
の実施

計52校 計37校 ８校 開始
〔計45校〕

７校 開始
〔計52校〕

A

学童クラブにお
ける障害児等受
入れ体制の充実

充実 障害児受入枠290
人
(令和４年４月１
日現在）

充実
（障害児受入枠
304人）
（令和５年４月
１日現在）

充実
(障害児受入枠
344人）
（令和６年４月
１日現在）

A

ねりっこ学童ク
ラブ入会希望者
受入率

増加 97.5％
(令和４年４月１
日現在）

97.6％
(令和５年４月１
日現在）

97.5％
(令和６年４月１
日現在）

B

　特定の地域で
待機児童が想定
以上に発生し、
ねりっこプラス
でも、すべての
待機児童を受け
入れられなく
なったため。

指標
目　標　値

（原則︓令和５年
度末）

現　状　値
（原則︓令和３

年度末）

令和４年度末の
実績

令和５年度末の
実績

目標値に
対する進
捗状況

備考

教員用タブレッ
トパソコンの配
備

配備 全児童生徒へタ
ブレットパソコ
ンの配備

配備 ―

A
　令和４年度に
配備が完了した
ため。

英語４技能検定
の実施
　中学２年生
　小学６年生

実施
実施

実施
―

実施
開始

実施
実施

A

地域未来塾の拡
大

拡大 実施
〔79校〕

拡大
（２校）
〔計81校〕

拡大
（２校）
〔計83校〕 A

ICTを活用して
指導できる教員
の割合
（文部科学省
「学校における
教育の情報化の
実態等に関する
調査」により測
定）

増加 87.7％ 92.1% 91.5%

A

   計画4　夢や目標を持ち困難を乗り越える力を備えた子どもたちの育成

計画３　すべての小学生を対象に放課後の居場所づくり
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指標
目　標　値

（原則︓令和５年
度末）

現　状　値
（原則︓令和３

年度末）

令和４年度末の
実績

令和５年度末の
実績

目標値に
対する進
捗状況

備考

地域包括支援セ
ンターの増設

計27か所 計25か所 ２か所増設準備
〔計25か所〕

２か所増設
〔計27か所〕

A

担当区域見直し 担当区域見直し
〔練馬・大泉圏
域〕

― 担当区域見直し
〔練馬・大泉圏
域〕

―

A
　令和４年度に担
当区域を見直した
ため。

高齢者在宅生活
あんしん事業の
利用者数

年間2,500人 年間2,059人 年間2,221人 年間2,344人

B

　介護施設への
入所等により利
用を終了した方が
増加し、目標値に
は届かなかった
が、前年度より利
用者は増加した。

もの忘れ検診の
実施

実施 開始 実施
（発送者数
15,659人、受診
者数386人、個別
支援者数78人）

実施
（発送者数
14,677人、受診
者数440人、個別
支援者数145人）

A

特別養護老人
ホームの施設数

計38施設
〔定員2,878人〕

計34施設
〔定員2,434人〕

４施設※
（327人分）
〔計37施設〕
〔定員2,761人〕

０施設
（０人分）
〔計37施設〕
〔定員2,761人〕

B

　国から法人への
土地引渡し（貸
付）が遅れたこと
に加え、物価高騰
等の影響で工事
が延期となったた
め。

練馬福祉人材育
成・研修セン
ターの利用者数

年間3,700人 年間2,969人 年間4,646人 年間5,078人

A+

　令和４年度のセ
ンター事業の統
合に加え、令和５
年度に研修内容
を充実したため。

地域包括支援セ
ンターの相談件
数

増加 年間226,666件 年間217,286件 年間230,652件

A

※　１施設は既存施設の増床

計画５　高齢者地域包括ケアシステムの確立

基本目標︓Ⅱ　高齢者が住みなれた地域で暮らせるまち
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指標
目　標　値

（原則︓令和５年
度末）

現　状　値
（原則︓令和３

年度末）

令和４年度末の
実績

令和５年度末の
実績

目標値に
対する進
捗状況

備考

就職支援セミ
ナー・
職場体験の実施

実施 実施 実施
（セミナー開催
数４回、セミ
ナー参加者数81
人）

実施
（セミナー開催
数４回、セミ
ナー参加者数80
人）

A

はつらつシニア
活躍応援塾の充
実

充実
〔参加者数の増
加〕

実施
〔参加者数49
人〕

充実
〔参加者数65
人〕

実施
〔参加者数16
人〕

B

 令和４年度か
らオンライン講
座を導入し、定
員拡大を行った
が、５年度は参
加者が減ったた
め。

「高齢者みんな
健康プロジェク
ト」の充実
　個別訪問事業
等の充実

充実
〔訪問支援件数の
増加〕

開始
〔訪問支援件数
406件〕

充実
〔訪問支援件数
422件〕

充実
〔訪問支援件数
583件〕

A

街かどケアカ
フェの充実
常設型　出張所
跡施設活用、敬
老館の機能転換
による開設

計６か所 計５か所 １か所開設準備
〔計５か所〕

１か所開設
〔計６か所〕

A

　高野台敬老館
からの機能転換
は、移転先の変
更に伴い、開設
時期を変更した。

はつらつシニア
クラブの参加者
数

年間1,800人 年間1,177人 年間1,274人 年間1,266人

B

はつらつシニア
クラブの実施箇
所数

18か所 18か所 計18か所 計18か所

A

オンラインツー
ルを活用した介
護予防・フレイ
ル予防事業の充
実

充実
〔参加者数の増
加〕

開始
〔年間参加者数
958人〕

充実
〔年間参加者数
1,756人〕

充実
〔年間参加者数
1,819人〕

A

スマートフォン
利用普及啓発・
活用支援の充実

充実
〔参加者数の増
加〕

開始
〔年間参加者数
972人〕

充実
（年間551回実
施）
〔年間参加者数
2,645人〕

実施
（年間941回実
施）
〔年間参加者数
5,078人〕

A

要介護認定率
（第８期練馬区
高齢者保健福祉
計画・介護保険
事業計画）

22.8％以下
（令和５年９月
末）

21.8％
（令和３年９月
末）

22.0％
（令和４年９月
末）

22.0%
(令和５年９月
末)

A

計画6　元気高齢者の活躍と健康づくり・介護予防の推進

　参加が少ない
地域へのチラシ
配布を増やすな
ど周知を充実し
たが、参加者が
伸び悩んだた
め。
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